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療・保健活動は、一時的に はあるにせよ、資源が限られたなかでの活動が求められた。 被災地では医療従事者の多くが、他の 者と同様に被災し、医薬品は津波に飲まれ、通信を含むインフラはい
たるところで寸断、破壊された。情報は混乱した。そうした状況下での医療支援活動は、まさに、資源が限られた状況下 の医療活動であった。国際ＮＧＯやあるいは海外での医療・保健活動を行った経験を有する医療関係者が、いち早く被災地における医療支援活動を開始した背景もそのあたりにあったように思う。 して支援活動に参加した多く国際協力経験者が、一様に語ったことは、調整とロジスティクスの重要性であった。海外（開発途上国）での経験がそれを教えてくれたと語っ 。それが、今回、教訓として生きというのである。一方、海外の経験が支援の方針に影響を与え 例もある。筆者たちの支援を 例としてひく。●自立支援　
筆者が、震災後三日目に現地に
















調整やロジスティクスが重要であること、そうしたこ は、結果としてではあるが、過去に我が国が行った国際協力からの学びであた。海外への支援 協力が、日本の国益にとって、どのよ な意味をもつのかとい た議論がある。「情けは人のためならず」といったこともあろう。日本が、国際社会のなかで生きていくために、日本という国が他人の痛みに対 共感を共に背負うこと できる国であるというメッセージ 大切であろう。しかし同時に、国際協力は、知らず知らずの ちに、私たちに社会や地域といったものの見方を





今後の本学の支援方策を進めるうえでの情報を把握する先遣の役目も果たします。また同日、文部科学省の依頼により長崎大学病院国際ヒバクシャ医療センター所属の医師ならびに看護師五人 福島市に派遣し、汚染地域の住民の心身の健康維持のため 活動を開始しました。さらに一四日には、水産学部の練習船「長崎丸」が水、食糧、毛布など緊急援助物質を満載して被災地に向けて出航 ました。 （中略）　
長崎大学は、日常業務を少々犠
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